
中小企業会計学会 

第 11 回全国大会 
 

報 告 要 旨 集 

 

統一論題 

 

中小企業会計の新たな時代の方向性 

－中小企業版統合報告の在り方－ 

 

2023 年 11 月 11 日（土）・12 日（日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専修大学神田キャンパス 

 



ご 挨 拶 

 

会員各位 

 

謹啓 会員の皆様におかれましては、益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

 さてこの度、専修大学神田キャンパスにおいて、中小企業会計学会第 11 回全国大会を開

催いたします。統一論題は、中小企業会計の新たな時代を切り拓くために、中小企業に統合

報告を導入する意義はどこにあるのかという視点から、「中小企業会計の新たな時代の方向

性－中小企業版統合報告の在り方－」というテーマにさせて戴きました。   

統一論題では、坂上学氏（法政大学）を座長にお迎えし、第 1 報告が島永和幸氏（神戸学

院大学）「中小企業における労働者の確保と生活賃金の会計」、第 2 報告が坂本孝司氏（税理

士法人坂本＆パートナー）・小川晃司氏（税理士法人 BETT）・松崎堅太朗氏（税理士法人 mk

パートナーズ）「中小企業における統合報告の意義と必要性、現状と将来の方向性について」

および第 3 報告が伊藤和憲氏（専修大学）「中小企業における統合報告書の意義」で各登壇

者から報告して戴き、討論を行います。 

記念講演では、安藤英義氏（一橋大学名誉教授・専修大学名誉教授）に「中小会計要領・

指針の健全性」という誠に興味あるテーマで浦崎直浩氏（近畿大学）の司会のもと講演して

戴きます。課題研究委員会では、委員長・越智信仁氏（関東学院大学）「中小企業財務報告

の透明性改善に向けた多面的研究」の最終報告が戸田龍介氏（神奈川大学）の司会のもと行

われます。また、11 月 11 日（土）と 11 月 12 日（日）に自由論題報告をして戴きますが、

その司会を中小企業会計に造詣の深い浮田泉氏（関西国際大学）と宮地晃輔氏（長崎県立大

学）にお願いいたしました。 

 また、本大会は、久しぶりの懇親会を、11 月 11 日（土）の夕方に開催いたします。しか

し、新型コロナウイルスの感染が続く中でございますので、大会準備委員会一同、会員の皆

様の安心・安全に細心の注意を払いながら万全の準備を進めて参る所存でございます。 

 末筆ではございますが、この第 11 回全国大会が、会員の皆様の人生の思い出深い一齣

になることを願いつつ、多数の皆様のご参加を心よりお待ちいたしております。                    

謹白  

 

2023 年 10 月吉日 

中小企業会計学会第 11 回全国大会準備委員会 

委員長 椛田 龍三（専修大学） 

委 員 国田 清志（専修大学）   松本 徹 （専修大学） 

坂上 学 （法政大学）   大槻 晴海（明治大学） 

金子 友裕（東洋大学）   中島 洋行（明星大学） 

櫛部 幸子（大阪学院大学） 

川津 大樹（星槎道都大学） 

 



≪大会プログラム≫ 

 

大会 1 日目  11 月 10 日（金） 

15：00‐17：00  

理 事 会                                                   ＜1 号館 8 階 8 A＞ 

大会 2 日目  11 月 11 日（土） 

9：00‐17：30 

参加者受付                                    ＜10 号館 3 階 10031 教室前ロビー＞ 

会員・参加者控室 （2・3 日目）                    ＜10 号館 4 階 10041 教室＞ 

10：00‐12：05  【報告時間 25 分、質疑 10 分】  

自由論題報告（1）                       ＜10 号館 6 階 10062 教室＞ 

司 会 浮田 泉 氏（関西国際大学） 

第 1 報告 10：00‐10：35 

内海 美保 氏（関西学院大学大学院研究員） 

「中小企業における統合報告導入と組織変容－能勢鋼材（株）での調査を踏まえて－」 

第 2 報告 10：45‐11：20 

我妻 芳徳 氏（山形大学大学院博士後期課程） 

「中小菓子製造企業におけるキャッシュ・フロー・マネジメントの事例研究 

－D 社の財務諸表分析から見える実像－」 

第 3 報告 11：30‐12：05 

飛田 努  氏（福岡大学） 

「中小企業における経営課題の解決を図る中期経営計画の策定 

～筑水キャニコムに見る経営管理システムのデザイン～」 

13：00‐13：50  

会員総会                                      ＜10 号館 3 階 10031 教室＞ 

14：00‐15：00 

記念講演「中小会計要領・指針の健全性」          ＜10 号館 3 階 10031 教室＞ 

講演者 安藤 英義 氏（一橋大学名誉教授・専修大学名誉教授）                  

司 会 浦崎 直浩 氏（近畿大学） 

15：30‐17：00 【報告時間各 30 分】 

統一論題報告「中小企業会計の新たな時代の方向性－中小企業版統合報告の在り方－」 

座 長 坂上 学 氏（法政大学）          ＜10 号館 3 階 10031 教室＞ 

第 1 報告 島永 和幸 氏 （神戸学院大学） 

「中小企業における労働者の確保と生活賃金の会計」 

第 2 報告 坂本 孝司 氏 （税理士法人坂本＆パートナー） 

小川 晃司 氏（税理士法人 BETT）        

松崎 堅太朗氏（税理士法人 mk パートナーズ） 

「中小企業における統合報告の意義と必要性、現状と将来の方向性について」             

第 3 報告 伊藤 和憲 氏（専修大学） 

「中小企業における統合報告書の意義」      

17：30‐19：30   

懇親会                                            ＜1 号館 15 階ホール＞ 

 



大会 3 日目  11 月 12 日（日） 

9：00‐15：00  

参加者受付                                    ＜10 号館 3 階 10031 教室前ロビー＞ 

10：00‐12：50 【報告時間 25 分、質疑 10 分】  

自由論題報告（2）                             ＜10 号館 6 階 10062 教室＞ 

司 会 宮地 晃輔 氏（長崎県立大学） 

第 1 報告 10：00‐10：35 

石垣 美佳 氏（静岡産業大学）               

「中小企業の会計と経営力強化の関係－中小企業会計の実態調査結果を踏まえて－」 

第 2 報告 10：45‐11：20 

櫛部 幸子 氏（大阪学院大学） 

宗田 健一 氏（鹿児島県立短期大学） 

「デフォルトリスクを回避するために中小企業会計が果たす役割 

コロナ禍・アフターコロナにおける税理士業務実態調査アンケートの結果をもとに」 

第 3 報告 11：30‐12：05 

宗田 健一 氏（鹿児島県立短期大学）           

櫛部 幸子 氏（大阪学院大学） 

「Robotic Process Automation (RPA)が中小企業会計に与える影響 

－RPA メーカー・ベンダー, 税理士法人へのインタビュー調査を基礎として－」 

第 4 報告 12：15‐12：50 

 宮下 仁志 氏（税理士） 

「新書面添付制度に関する一考察 －総合所見欄の考察を中心に－」 

13：20‐14：00 

課題研究委員会報告                          ＜10 号館 3 階 10031 教室＞ 

委員長 越智 信仁 氏（関東学院大学） 

司 会 戸田 龍介 氏（神奈川大学） 

最終報告「中小企業財務報告の透明性改善に向けた多面的研究」 

14：30‐15：30 

統一論題討論「中小企業会計の新たな時代の方向性－中小企業版統合報告の在り方－」 

座 長 坂上 学 氏                 ＜10号館 3階 10031教室＞ 

討論者 島永 和幸 氏                  

坂本 孝司 氏・小川 晃司 氏・松崎 堅太朗 氏 

伊藤 和憲 氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

記念講演 

 

「中小会計要領・指針の健全性」 

 

 

 

 

 

講演者 安藤 英義 氏 

 

司 会 浦崎 直浩 氏 

 

 

 

 

 

2023 年 11 月 11 日（土）14：00－15：00 

 

 

専修大学神田キャンパス 10 号館 3 階 10031 教室（黒門ホール） 

 

 

 

 

 



中小会計要領・指針の健全性 

 

安藤 英義 

1．はじめに 

持論に加えて、今回考えたことをお話しする。 

 

2．健全（性）とは 

・ 『広辞苑』に「健全」とは、「①心身ともにすこやかで異常のないこと。②ものごとに、

欠陥やかたよりがないこと。堅実であぶなげないこと。」とある。 

・ 健全とは、堅実でバランスがとれていること、といえよう。 

・ 以下にいうバランスは、社会的・主観的（vs.物理的・客観的）なそれであり、いわば幅 

がある。バランス感覚というべきかもしれない。 

 

3．「企業会計原則」の健全性 

〇 同原則の目的に係るバランス：企業（経営者）目的と市場（投資者）目的 

・ 企業会計原則の序文にある同原則設定の具体的な目的に、「企業の合理化」、「証券投資 

の民主化」がある。すなわち、企業目的と市場目的がある。 

・ 会計原則・基準の歴史は、両者（企業と市場）のせめぎ合いの歴史である。 

〇 同原則の内容に係るバランス 

・ 諸原則（○○原則）と両目的（企業と市場）の関係 

例えば、正規の簿記、保守主義は大よそ企業目的であり、明瞭性、継続性、（注解にある）

重要性は大よそ市場目的である、といえよう。 

・ 保守主義の原則について（注解・注 4）に見る真実性の原則とのバランス 

〇 同原則の設定方法に係るバランス：帰納的方法と演繹的方法  

・ 同原則の設定は、前文によれば帰納的方法によったと取れる。確かに、戦前の商工省「財

務諸表準則」等の影響があり、この部分は帰納的といえよう。 

・ その一方で、アメリカの会計原則の影響も明らかであり、この部分は当時の日本にとっ 

て演繹的といえよう。 

 

4．中小会計要領・指針の健全性 

〇 中小会計要領の健全性 

・ 同要領の目的に係るバランスが、総論「1.目的」の記述に見られる。 

すなわち、同要領作成の「考え方」として、まず、「中小企業の経営者が------自社の経営

状況の把握に役立つ会計」とあり、次に、「中小企業の利害関係者（金融機関、取引先、

株主等）への情報提供に資する会計」とある。 

〇 中小会計指針の健全性 



・ 同指針の目的に係るバランスが、「本指針の作成に当たっての方針」（総論 6 項）の記 

述に見られる。すなわち、中小企業の会計は情報提供より利害調整の役割が大きい旨を述

べた後で、「経営者自らが企業の経営実態を正確に把握し、適切な経営管理に資すること

の意義も------大きい」とある。 

 

5．中小会計要領・指針の設定主体の健全性 

〇 設定主体のメンバー構成 

・ 中小会計要領の設定主体：「中小企業の会計に関する検討会」／委員 11 名（学識経験者 

2 名、民間（非政府）9 団体から各 1 名）、オブザーバー1 名（法務省） 

・ 中小会計指針の設定主体：「「中小企業の会計に関する指針」作成検討委員会」／委員 

6 名（学識経験者 2 名、民間（非政府）4 団体から各 1 名）、オブザーバー3 名（法務省、

金融庁、中小企業庁） 

〇 設定主体の事務局 

・ 中小会計要領の設定主体の事務局：中小企業庁・金融庁の共同／会議の場所：経済産業 

省別館の会議室 

・ 中小会計指針の設定主体の事務局：企業会計基準委員会／幹事団体：日本公認会計士協 

会・日本税理士会連合会／会議の場所：（公財）財務会計基準機構の会議室 

〇 設定主体の性格 

   中小会計指針の設定主体は民間（非政府）の組織であるが、中小会計要領の設定主体は

政府の委員会に近いのではないか。 

〇 設定主体の健全性の評価 

委員構成における企業関係者と市場関係者のバランスが、中小会計要領の設定主体で

は明白である。中小会計指針では、その経緯から、委員構成にこの意識はないといえる。 

 

6．企業目的と市場目的の強弱 

・ 設定の趣旨における両目的の強弱（記述の順序） 

 中小会計要領は企業目的＞市場目的、中小会計指針は企業目的＜市場目的 

・ 設定した内容における両目的の強弱 

  中小会計要領はボトムアップ・アプローチによったといわれるが、そのボトム（足し算

の基盤）が「企業会計原則」であるとすれば、両目的の強弱はどうなるか？ 

 

7．おわりに 

・ 企業（財務諸表作成者）の立場が皆無の会計原則の設定はあり得ない。 

・ 企業目的の極みは簿記であり、市場目的の極みは会計を逸脱した財務報告となる。 

 

                                〔以 上〕 



安藤英義（あんどう ひでよし）プロフィール 

2023.11.11 

 

略歴 

1943 年 7 月 東京都豊島区生まれ 

1974 年 3 月 一橋大学大学院商学研究科博士後期課程単位修得 

1974 年 4 月 一橋大学商学部専任講師、後に助教授 

1985 年 4 月 一橋大学商学部教授、商学博士 

2007 年 4 月 一橋大学名誉教授、専修大学商学部教授、後に大学院教授 

2020 年 4 月 専修大学名誉教授 

 この間、日本会計研究学会会長、企業会計審議会会長、税務会計研究学会会長、 

一般財団法人産業経理協会会長などを歴任 

 

現在 

 「中小企業の会計に関する指針」作成検討委員会 委員長 

一般財団法人建設産業経理研究機構 代表理事 

  その他、いくつかの公益法人、一般法人の役員を務める。 

高校教科書の監修、著書の執筆などを続けている。 

 

主要著書 5 点 

 『商法会計制度論―商法会計制度の系統的及び歴史的研究―』国元書房, 1985／新版 白桃書

房，1997 

『簿記会計の研究』中央経済社，2001 

『会計学論考―歴史と最近の動向』編著，中央経済社，2007 

『会計における責任概念の歴史―受託責任ないし会計責任―』編著，中央経済社、2018 

『森田哲彌学説の研究― 一橋会計学の展開―』共編著、中央経済社、2020 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

統一論題報告および討論 

 

中小企業会計の新たな時代の方向性 

－中小企業版統合報告の在り方－ 

 

 

座  長 坂上  学 氏 

第 1報告 島永 和幸 氏  

第 2報告 坂本 孝司 氏  

小川 晃司 氏 

松崎 堅太朗氏 

第 3報告 伊藤 和憲 氏 

 

統一論題報告 

2023年 11月 11日（土）15：30－17：00 

 

統一論題討論 

2023年 11月 12日（日）14：30－15：30 

 

専修大学神田キャンパス 10 号館 3 階 10031 教室（黒門ホール） 

 



中小企業における労働者の確保と生活賃金の会計 

 

神戸学院大学  島永 和幸 

 

本報告の要旨  

本報告は、中小企業の統合報告における人的資本に焦点を当て、とくに生活賃金の会計 

の概要と課題について明らかにすることを目的とする。  

国立社会保障・人口問題研究所が 2023 年に公表した「日本の将来推計人口（令和５年 

推計）」によると、2020 年の日本の総人口は 1 億 2,615 万人であったが、出生中位推計の

結果によれば、2045 年に 1 億 880 万人、2056 年に 9,965 万人、2070 年に 8,700 万人に

なると推計されている（国立社会保障・人口問題研究所（2023）, 3 頁）。 

日本政策金融公庫（2023）によると、「2022 年 12 月における正社員の過不足感をみる 

と、『不足』と回答した企業割合が 58.2％となった。『適正』は 35.2％、『過剰』は 6.6％と 

なっている。『不足』の割合は、2021 年実績（53.2％）から 5.0 ポイント上昇した。」とさ 

れる（日本政策金融公庫（2023）, 1 頁）。少子高齢化というわが国が抱える構造的な問題 

により、中小企業の人手不足はより深刻化していくものと予想される。同調査結果によれ 

ば、「2022 年 12 月の正社員の給与水準をみると、『上昇』と回答した企業割合は 53.1％と、

2021 年実績（41.1％）から 12.0 ポイント上昇した。」とされる（日本政策金融公庫 （2023）, 

7 頁）。正社員の給与水準上昇の背景として、回答の割合が高い順に、「自社の業績が改善」

（27.2%）、「物価の上昇」（19.4%）、「採用が困難」（18.4%）、「最低賃金の動向」（18.2%）

を挙げている（日本政策金融公庫（2023）, 8 頁）。 

このうち、物価の上昇に関していえば、総務省（2023）によると、2023 年 9 月期の消費 

者物価指数は生鮮食料品を除いた指数が 2020 年平均を 100 とした場合に、2022 年 9 月期 

の 102.9 から 105.7 へと前年同月比 2.8%の上昇率となっている（総務省（2023）， 1 頁）。 

また、最低賃金の動向に関しては、厚生労働者（2023）によれば、わが国の最低賃金（全国

加重平均）の額は 1,004 円（昨年度 961 円）となり、初の 1,000 円を突破した（厚生労働

者（2023）, 1 頁）。 

このように、少子高齢化社会の到来や物価高などに起因して、中小企業における賃金上 

昇は不可避の状況となっている。 

わが国では、絶対的貧困よりも相対的貧困の問題が議論されることが多い。相対的貧困 

は様々な問題を生じさせることから、解決しなければならない喫緊の課題となっている。先

に述べた最低賃金については広く社会で知られている。一方で、中小企業の会計問題として

捉えた場合、「生活賃金」および「生活賃金の会計」については、喫緊の課題であるにもか

かわらず、これまでほとんど議論されて研究領域である。 

本報告では、「生活賃金」および「生活賃金の会計」を検討することにより、中小企業に

おける労働者の確保をいかに実現していくことが可能であるか、および生活賃金の会計の



課題について検討する。  

 

参考文献 
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月 6 日アクセス。  
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中小企業における統合報告の意義と必要性、現状と将来の方向性について 

 

税理士・米国公認会計士・博士（経営情報科学）  坂本 孝司 

 税理士・公認会計士・博士（経営情報科学）  小川 晃司 

税理士・公認会計士・博士（経営情報科学） 松﨑 堅太朗 

 

１．IIRC（国際統合報告評議会） 

 IIRC は、価値の創造、保全又は毀損についてのコミュニケーションが企業報告の次なる

発展と考え、規制者、投資家、企業、基準設定主体、会計専門家等により構成される国際的

な連合組織として 2010 年に設立された。その後 IIRC は、2013 年に国際統合報告<IR>フ

レームワークを公表、2021 年 1 月に国際統合報告<IR>フレームワーク改訂版を公表して

いるが、2020 年に SASB との合併を発表、2021 年 6 月に VRF（IIRC+SASB）となり、さ

らに VRF は 2022 年 6 月、IFRS 財団に統合され、現在に至っている。 

 

２．統合報告および統合報告フレームワークの概観 

統合報告は、財務と非財務の業績、将来の見通などの相互関係が明らかでない等の理由か

ら、情報開示に一貫性を持たせるものとして提案された。統合報告の主たる目的は、財務資

本の提供者に対して企業価値を説明することであり、統合報告フレームワークによって、財

務報告と関連する非財務報告が可能となるとしている。また、統合報告フレームワークでは、

資本を 6 つの資本（財務資本、製造資本、知的資本、人的資本、社会・関係資本、自然資本）

に分類し、資本は企業の活動とアウトプットにより増加、減少、変換される価値の蓄積であ

るとしている。このように統合報告フレームワークは、非財務情報に重要性を鑑みた内容と

なっている点が特徴である。 

 

３．統合報告と中小企業 

 統合報告フレームワークでは、すべての中小企業を統合報告の対象としている。しかしな

がら、わが国の中小企業の多くは、資本金が少額、かつ、閉鎖会社であり、間接金融に依存

している。そのため、情報の主たる外部利用者は融資取引のある金融機関であり、投資家で

はない。また、中小企業の会社経営者も主たる情報利用者の一人であり、取引金融機関や会

社の株式評価（企業価値）とともに過去の実績を含む財務情報を重視する傾向にある。 

したがって、中小企業に統合報告をそのまま
．．．．

適用することは難しいと思われる。もっとも、

経済産業省等から非財務情報（知的資本・人的資本）を中小企業に活用すべきであるといっ

た提言が行われており、一部は活用されている。さらには税務申告においても一定の非財務

情報をすでに活用している。以下これらを整理し、検討等を行う。 

 

 



４．先行研究 

 先行研究によれば、統合報告の実務において先行する欧州においても、中小企業の統合報

告の作成を中小会計事務所が十分に支援できていない状況が窺われる。また、わが国におけ

る統合報告書の導入は経済産業省の主導により、知的資産経営報告書を基礎として展開さ

れており、さらに中小企業の最大のステークホルダーのひとつである金融機関は、非財務情

報のうち、知的資産経営に関連する項目を融資時よりも営業支援時に重視している。 

 

５．会計事務所団体における取り組み 

会計事務所団体での取り組みでは、中小企業の非財務情報についてはタックス・コンプラ

イアンスの重視（書面添付制度等）を基礎としながらも、金融機関が重視する経営計画やロ

ーカルベンチマーク等の非財務情報を提供している。なお、会計事務所自体の人的資本（会

計事務所職員に関するもの）をどう充実させ、開示していくかといった課題も掲げられる。 

 

６．中小企業における非財務情報の活用 

中小企業の実務において、既に利用されている非財務情報の例として、建設業の経営事項

審査や金融機関が実施する債務者格付などが挙げられるが、いずれも非財務情報よりも財

務情報を重視しているという実態がある。 

 

７．将来の方向性 

以上から、限られたステークホルダーに開示するという中小企業の特性に鑑み、統合報告

の構成は大企業とは異なる内容でなければ、中小企業に普及しないという点を踏まえる必

要がある。 

さらに、中小企業は非財務情報の活用という観点からは、既に書面添付制度（全国の法人

のうち、約 28 万社（10.0％）が実施）等のタックス・コンプライアンスに関する情報、経

営計画、ローカルベンチマーク、経営事項審査等を、実務上活用しているという点に留意が

必要である。 

つまり、将来、中小企業に対して既に行われている非財務情報の活用を踏まえ、追加的に

統合報告制度を導入するとしても、大企業のフルセット方式と異なり、中小企業は必要な内

容のみ開示するというセレクト方式で対応すべきであり、また、普及促進という観点からは、

統合報告書を開示した中小企業に対するインセンティブ措置も併せて必要になるものと思

われる。 

なお、特に金融機関が重視する経営管理能力、後継者の有無、経営者の人格といった人的資

本に関する開示は、経営事項審査の例を除けば、統一的な開示は行われていないため、これ

については、残された将来的な課題であるといえよう。 

 

 



中小企業における統合報告書の意義 

 

専修大学  伊藤和憲 

 

 ヨーロッパでは，2021 年 4 月に，欧州委員会(EC)が企業のサステナビリティ報告書の提

出を義務付ける指令(Corporate Sustainability Reporting Directive: CSRD)を公表した。こ

れらに基づき，EU で製造・販売する自動車メーカーは，2024 年から，EU 域内で販売する

電気自動車(EV)用蓄電池のカーボンフットプリント(CFP)の開示を義務付けられるように

なった。こうした動向に足並みをそろえて，日本でも，経済産業省はクリーンエネルギー自

動車補助金の要件として，CO2排出量を算定・開示することを追加要求する方針であるとい

う。自動車メーカーの CO2 だけでなく，飲料メーカーでは水の使用が地域住民の安全かつ

安定した水使用を担保できるかとしてウォーターフットプリント(WFP)が問題視されてい

る。 

また，多くの企業は，顧客から同社の環境や社会的取り組みについて問われている(Lee, 

2010; Villena and Gioia, 2020)。このように，環境などサステナビリティの問題は，今日，

企業にとって喫緊の課題となっている。これに呼応して，投資家は環境問題を企業業績の重

要な部分とみなすようになってきた(Lubin and Esty, 2010)。また，地域住民もサステナビ

リティの取り組みについての情報を求めるようになってきた。今後は日本の中小企業であ

っても，ステークホルダーはサステナビリティの情報開示を求めることが予想される。 

本研究では，サステナビリティの取り組みに関わる情報開示に焦点を当てて，中小企業で統

合報告書の作成にどのような意義があるのかを，文献レビューと事例研究に基づいて検討

し，日本の中小企業への提言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

自由論題報告（1） 

 

 

 

 

 

司  会 浮田 泉  氏 

第 1報告 内海 美保 氏  

第 2報告 我妻 芳徳 氏  

第 3報告 飛田 努  氏 

 

 

 

 

2023年 11月 11日（土）10：00－12：05 

 

 

 

専修大学神田キャンパス 10 号館 6 階 10062 教室 

 

 

 

 

 



中小企業における統合報告導入と組織変容 

－能勢鋼材（株）での調査を踏まえて－ 

                       

関西学院大学大学院研究員  内海美保 

 

近年、企業は環境や社会への取り組みを開示する重要性が高まり、CSR レポートやサス

ティナビリティレポートなどを通じて企業の社会的責任を示す試みが増えています。特に、

国際統合報告協議会による統合報告フレームワークの発表以降、大企業が財務情報と非財

務情報を統合して企業の価値創造と社会への貢献を示す統合報告書を作成する動きが広が

っています。 

先行研究（Stubbs & Higgins, 2014; Higgins et al., 2014）では、統合報告導入が組織内

の変革をもたらす可能性が指摘されていますが、その影響や変化の程度は議論の的となっ

ています。中でも、組織の核となる中核的な信念や価値観の変化については限られた証拠し

か存在しないとされています。また、統合報告の導入は制度的な圧力によって制約され、大

きな変革が難しい状況で行われていることも考えられるとされています。 

日本国内でも多くの企業が統合報告を導入し、学術的な関心も高まっていますが、中小企

業における統合報告導入の効果に関する研究はまだ限られています。岩田（2022）による

アクションリサーチからは、中小企業の統合報告導入が組織変革を促す要因であることが

示唆されています。ここでは、経営者の統合思考が意思決定に対するポジティブな影響を与

える一方で、従業員は報告をマネジメントツールとして受け入れる立場にあることが強調

されています。 

 今回の報告では、中小企業である能勢鋼材株式会社をリサーチサイトとして選び、統合報

告導入と組織変容の関係を実証的に調査しました。従業員を報告作成に参加させるアプロ

ーチが採られ、その結果、従業員の意識に変化が見られ、経営理念の浸透や組織変革の兆し

となる変化がボトムアップで発生していることが観察されました。中小企業における統合

報告導入の効果については、大企業とは異なる文化や課題が影響している可能性が考えら

れます。サイロ化の問題が少ない中小企業特有の状況も注目されるべき点です。本報告では、

中小企業の視点から統合報告導入の効果を、従業員の成長や意識改革の観点から探究し、中

小企業独自の展望を提示する予定です。 
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「中小菓子製造企業におけるキャッシュ・フロー・マネジメントの事例研究 

－Ｄ社の財務諸表分析から見える実像－」 

 

山形県庁／山形大学大学院理工学研究科博士後期課程  我妻 芳徳 

 

［研究報告の要旨］ 

 わが国の産業界にとって、中小企業が屋台骨であることを鑑みるならば、開示の義務はな

いとしながらも、経営者の管理会計の観点から、大企業同様、綿密な資金繰り計画や、キャ

ッシュ・フロー計算書の作成と活用は必要なのではないだろうか。 

 山形県に本社を置くＤ社は、豆菓子業界では業界最大手の企業であり、大正１３年創業 

の老舗企業である。２０２１年度決算では、売上高は約２６０憶円を超え、コロナ禍におけ

る内食の波に乗り年商を微増させている。自社ブランド商品の他に、大手流通企業からのＯ

ＥＭ生産も手掛け、商圏は北海道から沖縄まで全国をカバーする。親子３代にわたる代表取

締役は、それぞれが独自の経営戦略を打ち出し、地域経済に根ざした中堅企業に成長し、地

方から全国規模に成長してきた経緯がある。 

 報告者は、２０１９年度～２０２１年度の、同社の公表財務諸表（貸借対照表、損益計算

書、製造原価報告書及び株主資本等変動計算書）をＤ社への企業訪問の折、企業名を伏せる

ことを条件に、研究用として、「財務会計」科目の教育用としていただいた。 

 本研究の目的は、Ｄ社の財務諸表及び同社の経理担当課長様からの聞き取り資料をもと

に財務諸表分析を行うことによって、同社の財務的視点からみて、潤沢なフリー・キャッシ

ュ・フローを確保する経営体質を可視化することにある。そこでの論点は、キャッシュ・フ

ローに関する、いくつかの指標を計算するために、報告者がキャッシュ・フロー計算書の独

自の作成（間接法表記による）を試みたことであった。もちろん、キャッシュ・フロー計算

書は、自社内では作成し活用していると、同社総務部長様よりお伺いした。 

 研究の手順は、経済産業省の提唱する「ローカルベンチマーク」のフォーマットにより、 

レーダーチャートを作成、とくに財務的な診断、分析をおこない、さらに、自作のキャッシ

ュ・フロー計算書を用いた多様な指標を計算、分析を行った。本研究では、このことにより、

同社の中期の経営目標として掲げる、高い目標値の収益力向上及びＳＤＧｓ経営を達成す

べく、Ｄ社が財務的側面から見てどのような効率的なキャッシュ・フロー・マネジメントを

行っているか、を明らかにする。そしてそのことにより、同社が、地域の優良中小製造企業

としてのロールモデル（手本）になりうるか、財務的側面から検証する。 

研究報告の骨子は以下のとおりである。 

 Ⅰ． はじめに：背景、本研究の目的、研究方法 

Ⅱ． 中小製造企業におけるキャッシュ・フロー・マネジメントの意義と必要性 

 Ⅲ． Ｄ社の事例研究 

Ⅳ． おわりに：研究のまとめと今後の研究課題 



中小企業における経営課題の解決を図る中期経営計画の策定 

～筑水キャニコムに見る経営管理システムのデザイン～ 

 

福岡大学  飛田 努 

 

（報告要旨） 

本報告は，中小企業経営者が戦略的意思決定を下す前の段階として，経営管理システム

（Management Control System：以下，MCS と略記する）とアントレプレナーシップ

（Entrepreneurship）の関係性について検討する。アントレプレナーシップ研究を代表す

る Sarasvathy and Venkataraman（2011）は，アントレプレナーシップとは仮説に基づい

てデータを収集し，その結果に基づいてアイデアを洗練させていくという点で科学的手法

に類似しているとも指摘している。 

MCS は，中期経営計画や予算を中心とする管理会計システムを中軸に，人事制度や目標

管理制度，企業統治機構（Corporate Governance）といった企業のさまざまなシステムか

ら構成され（Malmi and Brown 2008，経営目標達成までのプロセスを統制する機構であっ

たり，戦略目標の設定とその実現のために，経営に関わる諸情報を提供するものである。こ

うした MCS に関する議論を拡張する形で，本稿ではアントレプレナーシップ分野における

エフェクチュエーション（Effectuation）研究から得られた知見を提供することで，経営戦

略策定における MCS がいかにデザインされるかを明らかにする。 

これを明らかにするために，本稿では福岡県うきは市に本社を置く筑水キャニコムの事

例を取り上げる。同社は農業機械，芝刈り機，小型建設機械のメーカーであり，近年国外の

市場を開拓することで急激に業績を伸ばしている。しかし，そこでネックになったのが，必

ずしも良好ではない財務状態とキャパシティの限界に達していた工場・生産設備への投資

の必要性であった。そうした状況を打開するため，経営者はコンサルタント会社に資産評価

を行ってもらうと同時に，これをベースに新工場の設立，そのための資金調達を図るための

中期経営計画を策定した。 

ここにいかにアントレプレナーシップが発揚され，MCS が整備されたのか，その手がか

りを得ることを本報告の目的とする。 
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第 3報告 宗田 健一 氏 

     櫛部 幸子 氏 

第 4報告 宮下 仁志 氏 
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中小企業の会計と経営力強化の関係 

－中小企業会計の実態調査結果を踏まえて－ 

                                   

静岡産業大学  石垣美佳 

 

本報告の目的は中小企業会計システムの実態調査結果を基に、「中小企業の状況に応じた

会計ルールの適用を行うことが、企業業績の向上にも寄与する」ということを実証していく。

中小企業が持つ潜在力を引き出すには、戦略的な経営力を強化する必要があるが、その戦略

的な経営力のポイントの一つは財務状況に基づいた経営方針を構築することであるといえ

る。 

 中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、3年以上に及ぶ感染症の流行や原油・原

材料価格の高騰、部材調達難、人材不足といった供給面の制約やコロナ融資の返済も始まり、

引き続き厳しい状況にある。中小企業の危機的な経済状況の中で、困難を乗り越えるため、

中小企業会計の重要性を再確認する必要がある。 

そのためには、わが国では中小企業向けの会計基準として「中小企業会計指針」と「中小

企業会計要領」が公表されているが、これは両基準ともに，中小企業に対して強制適用され

るべきものではなく，企業側の任意適用となっている。2010 年の中小企業庁の「中小会計

の会計に関する実態調査」によれば完全に準拠している企業は 15.9％ に過ぎなかった。ま

た、「中小企業会計指針」に対して 70％以上の企業が不満を示していた。 これらの問題を

解決するには、中小企業のために新しい会計ルールを策定すべきであるという結論に至り、

それが「中小企業会計要領」の公表に繋がっている。 

中小企業会計要領については、2012 年～2014年にかけて普及活動を強化していたが、中

小企業庁では 2014 年度以降実態調査が行われておらず、中小企業会計の認識、適用の実態

は低いと感じている。この状況を多方面から調査することが今後の中小企業会計の適用の

普及となり、この実態調査は追跡する必要があると考える。 

そして、適用率をあげる＝経営力をあげる、ことに結びついているのかどうかも調査が必

要である。つまり、適用した企業において、企業業績の向上に結び付いているかどうかかも

調べる必要がある。 

その適用率を上げることが、経営環境の危機を乗り越えるために要素であると考える。昨年

の発表に引き続き、中小企業会計指針や中小企業会計要領の制定のみならず、それ以前の中

小企業に関する会計基準の変遷を踏まえ、昨年の発表からさらに実態調査した現状を報告

したいと考えている。 

 

 

 

 



デフォルトリスクを回避するために中小企業会計が果たす役割 

コロナ禍・アフターコロナにおける税理士業務実態調査アンケートの結果をもとに 

 

大阪学院大学経営学部  櫛部幸子 

 鹿児島県立短期大学商経学科  宗田健一 

 

報告要旨 

 

コロナ融資に伴う返済開始時期が 2023 年 7 月頃ピークを迎え、デフォルト（債務不履

行）が社会的問題となっている。借換保障制度が 2023 年 1 月から運用されてはいるもの

の、たとえば、帝国データバンクによると 2023 年 1 月～6 月（上半期）の倒産件数は 4,000

件を超え、前年度比 31％増加という結果が示されている（帝国データバンク[2023]）。 

過去のクライシス下での融資とデフォルトリスクの関係については、金融支援が実施さ

れた場合、「返済や借り換えが始まる約 3 年後にデフォルトが生じること」を、阪神淡路大

震災・東日本大震災での事例をもとに明らかにしてきた（櫛部・宗田[2022]、櫛部[2022]）。

また、一連の研究では、デフォルト回避のためには、融資判断の際にキャッシュ・フロー計

算書などの資金情報が重要であることや、信用保証協会の保証判断において、事業の継続可

能性に関する情報を判断基準に組み込む必要性を主張してきた。 

 中小企業が金融支援を受ける際の手続き・判断において、税理士の果たす役割は非常に大

きい。そこで、税理士事務所・税理士法人の税理士を対象としたアンケート調査を行い、コ

ロナ禍に実施された支援業務の内容・実態を明らかにした。たとえば、返済を見据えて税理

士が中小企業にどのような支援を行ったのか、デフォルトリスクを抱える中小企業の実態

と今後の対応、中小企業融資政策の課題などである。 

 これらの結果から、デフォルト発生構造について検討し、クライシス下はもとより、平時

においても会計専門職者として中小企業へどのような支援をするべきであるのか、また、国

の中小企業政策としてどのような支援策を設計するべきであるのかを考察している。 

 

参考文献 

櫛部幸子・宗田健一[2022]「中小企業における資金情報作成の必要性―コロナ金融支援を受

けた中小企業に対するアンケート調査の分析を基礎としてー」『大阪学院大学商・経営学

論集』第 48 巻第 1 号、29-48 頁。 

櫛部幸子[2022]「クライシス下における信用保証協会の役割－中小企業支援に着目して―」

『非営利法人研究学会誌』第 52 巻第 2 号、51-60 頁。 

帝国データバンク[2023]『全国企業倒産集計 2023 年上半期報 2023 年 1 月～6 月』。 

https://www.tdb.co.jp/tosan/syukei/23kami.html（URL 最終閲覧日は、2023 年 8 月 30

日） 



Robotic Process Automation（RPA）が中小企業会計に与える影響 

－RPA メーカー・ベンダー，税理士法人へのインタビュー調査を基礎として－ 

 

鹿児島県立短期大学商経学科  宗田健一 

大阪学院大学経営学部  櫛部幸子 

   

報告要旨 

 

 本研究は，我が国における RPA1メーカー，RPA ベンダー，税理士法人へのインタビュー

調査を通じて，ロボティック・プロセス・オートメーション（RPA）が中小企業や税理士法

人等において，どのように活用されているのかについて探索的な研究を行うものである。 

RPA に関する英文学術雑誌の文献レビューを行った山矢（2023）によると，RPA は，(1)

仕訳記帳に利用される会計情報の自動入力（受注情報・発注情報など），(2)会計情報の入力

時に参照されるマスタの自動更新（顧客マスタ・仕入先マスタ・品目マスタ），(3)自動仕訳

の記帳を行うための確定処理の自動化に利用されていることを明らかにしている（山矢

2023，49 頁）。 

しかし，我が国では，中小企業や税理士法人の会計業務を対象とした RPA 導入事例や利

用実態に関する事例・実態調査研究の蓄積は，我々の知る限りほとんど見られない。 

 そこで，本研究では，RPA メーカーの協力を得て RPA や AI により可能となる会計業務

についてインタビュー調査を行い，RPA の製品特徴とその限界について検討した。また，

RPA ベンダーの協力を得て，RPA を導入する税理士法人等の特徴について確認した。その

うえで，RPA を実際に導入している税理士法人へインタビュー調査を行い，RPA が利用可

能な会計業務，導入効果が発揮されている業務，RPA では対応することが困難ないし不適

切な業務を識別・抽出し，RPA をより効果的に活用するための方法を検討した。これらの

検討を通じて，中小企業において，適時に，正確な会計帳簿を作成するうえで RPA が有益

であると同時に，情報技術の進歩があっても代替が難しい会計業務が有ることを明らかに

した。 

 

参考文献 

山矢和輝（2023）「Robotic Process Automation（RPA）が簿記に与える影響 ―英文学

術雑誌の文献レビューを通じて―」『日本簿記学会 第 39 回関東部会 報告要旨集』39

－53 頁。 

 
1 RPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）は，「これまでの人間のみが対応可

能と想定されていた作業，もしくはより高度な作業を人間に代わって実施できるルールエ

ンジンや AI，機械学習等を含む認知技術を活用した新しい労働力を創出する仕組み

(Digital Labor)」（日本 RPA 協会より，http://rpa-japan.com） 



新書面添付制度に関する一考察 

－総合所見欄の考察を中心に― 

 

税理士  宮下仁志 

 

 令和 6 年 4 月 1 日以降税理士法第 33 条の 2 第 1 項に規定するいわゆる書面添付制度は，

申告書の作成に関する計算事項等記載書面（以下 新書面添付制度）と名称を改め刷新され

る。筆者自身は，かねてより中小企業会計計算書類の信頼性保証の研究を重ねてきた。その

ような研究背景のなかで，刷新される新書面添付制度がどのように中小企業会計計算書類

の信頼性保証に影響を及ぼすものであるかを考察することが本稿考察の契機である。 

 本稿は，まず新書面添付制度の趣旨について表す。続いて新書面添付制度と旧来制度との

変更点を明確に表す。書式のなかの具体的な変更項目は，新書面添付制度書式のなかの「1 

提示を受けた帳簿書類に関する事項」欄の細目である「帳簿書類（申告書の作成に関し，計

算し，又は整理するために用いたものに限る。）の名称」の括弧書きの内容である。この括

弧書きの変更から連動して「3 計算し，整理した主な事項」欄の記載内容も変更されるこ

ととなる。また，旧来「5 その他」欄に内包されていた申告書の作成における所見等が，

今回あらたに「5 総合所見」欄として独立し，申告書の作成に関し，計算し，整理し，又

は相談に応じた事項の総合的な所見を述べる欄に変更された。これらの変更点をつぶさに

表すとともに，主として帳簿監査に基づいた持論を展開していく。最後に「5 総合所見」

欄の記載例を「図表 1 総合所見欄の記載例」にて表すとともに今回の改正で総合所見欄が

抜き出された意味合いを中小企業会計計算書類の信頼性保証の観点から明らかにすること

を大胆に試みる。本稿における新書面添付制度の研究が，税理士による新書面添付制度の積

極的な活用に寄与することを期待するとともに，税理士による新書面添付制度の積極的な

活用が，中小企業会計計算書類の信頼性保証の新たな一端を担うことに帰することこそが

本稿考察の根拠である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

課題研究委員会報告 
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課題研究委員会 最終報告 

 

中小企業財務報告の透明性改善に向けた多面的研究 

 

関東学院大学  越智 信仁（委員長） 

 

 本報告は、課題研究委員会「中小企業財務報告の透明性改善に向けた多面的研究」の最

終報告である。本研究委員会では、非上場中小企業における決算開示の透明性・信頼性向

上に資する方策について、制度的・実証的・理論的・実践的研究を総合的に進めた。そこ

では、監査保証といった信頼性に係る意見表明のみならず、決算書作成プロセスの自動化

／DX化、会計準拠基準の明確化、決算作成企業側のガバナンスないし内部統制の強化、

さらには税理士の経理指導等期中関与による多様な事実上の信憑性醸成効果などについて

多面的に論じた。その際、そうした研究を進める土台として金融機関等に質問票調査を実

施し、その結果も踏まえ理論・実務面等での研究を深めた。 

 本報告は 3部構成、全 11章で組成されている。第Ⅰ部において中小企業決算を取り巻く

諸制度の現状と課題について俯瞰した後、第Ⅱ部では質問票調査結果から、作成基準（中

小会計要領等）の明確化や税理士の期中関与（月次決算・経理指導等）によって、信頼性

の水準が有意に高まることなどを実証的に裏付けた。非上場中小企業における決算開示の

信頼性や書面添付の効果等に関し、金融機関等に対する全国的な規模での質問票調査は、

わが国では今回が初めてではないかとみられるが、今後の研究蓄積に向けた基礎情報とし

て一定の学術的貢献が認められるのではないかと思慮している。さらに、実証結果の理論

的背景や今後の課題について、税務会計論や内部監査論、情報監査論に立脚した考察につ

なげた。 

そこでの理論的な貢献としては、書面添付を含む税理士業務に対し内部監査のアドバイ

ザリー機能との類似性を考慮した学術的基礎を付与したこと、非上場中小企業の決算開示

の信頼性確保に関し情報監査論に基づいた保証業務等の概念的整理を明確化したことなど

が挙げられる。同時に、中小会計要領等の浸透が進んでいることは一歩前進ながら、非上

場中小企業向けの保証業務に内在する問題として中小会計要領は会計制度としての網羅性

が十分ではないこと、税法基準との親和性を高めていることから会社法における「会計慣

行」と認められない会計処理も生じかねないことなど、今後に残された課題についても明

らかにした。 

また、第Ⅲ部では実務的視点から、中小企業にとっても今日的な関心の高いインボイス

制度や改正電子帳簿保存法の導入を契機とした、IT による会計情報の透明性・信頼性向上

の可能性について、また書面添付制度導入の歴史的経緯も踏まえつつ、調製業務（コンピ

レーション）としての品質向上を支える作成・業務基準整備の必要性について、それぞれ

詳細に検討しており、いずれも今後の実務的改善に資する示唆が含まれている。他方で、



諸外国における監査以外の信頼性確保の制度及び実務についても包括的に論じており、わ

が国における会計調査人（仮称）導入の可能性について、国際比較の観点から補強する含

意がある。 

 

 以下では、各章で扱ったテーマと分担者を改めて列挙しておく。 

第Ⅰ部「中小企業決算を取り巻く諸制度」では、限定的保証による会計調査人(仮称)制度

導入の必要性など中小会社を取り巻く会社法上の諸問題（第 1章：弥永真生（明治大

学））、会社法監査の範囲や IAASB（国際監査・保証基準審議会）における「複雑性の低い

事業体の監査（小規模事業体監査）」を巡る課題（第 2章：関川正（日本公認会計士協

会））、中小企業会計の制度的特徴（第 3章：金子友裕（東洋大学））について俯瞰的に論

じるほか、書面添付制度の普及が遅れている背景と追加的誘因付与の必要性にも論及する

（第 4章：越智信仁（関東学院大学））。 

第Ⅱ部「決算開示の信頼性を巡る実証と理論」では、金融機関等への質問票調査結果にお

いて、作成基準（中小会計要領等）の明確化や税理士の期中関与（月次決算・経理指導等）

によって、信頼性の水準が有意に高まることなどを指摘し（第 5章：越智（前掲）・佐久間

義浩（東北学院大学）・坂根純輝（長崎県立大学））、これを受けて税務会計論の視点から（第

6章：金子（前掲））、あるは税理士業務における内部監査のアドバイザリー機能との類似性

を考慮しながら（第 7章：蟹江章（青山学院大学））、さらには情報監査論に基づいた保証業

務の概念的整理を通じて（第 8章：林隆敏（関西学院大学））、質問票調査結果の理論的背景

や今後の課題等について論じる。 

第Ⅲ部「中小企業決算・税理士実務と海外事例」では、インボイス制度や改正電子帳簿保

存法を契機とした IT による会計情報の透明性・信頼性向上の可能性（第 9 章：中村元彦（千

葉商科大学））、調製業務（コンピレーション）としての書面添付制度の品質向上を支える

作成・業務基準の必要性（第 10 章：松﨑堅太朗（税理士法人 mk パートナーズ））につい

て検討するとともに、諸外国における監査以外の信頼性確保の制度及び実務も概観する（第

11章：弥永（前掲））。 

 

 最終報告では、中間報告で説明した第 5章を除く各章について、当日配布資料を基に、各

担当から発表を行う予定である。 

 

 

 

 

 

 

 


